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１．はじめに 

 

土地利用と交通の整合性を図ることは，都市計画にお

いて重要な課題の一つとされている．すなわち，土地利

用は基本的には市場原理によって変動し，交通は土地利

用からの派生需要として扱われるのが一般的である．そ

のため，従来土地利用から発生・集中する交通量を推計

するためには，目的による差異を便宜的に土地利用用途

に帰着させ，用途別床面積原単位として捉えられてきた．

これは，ある建物用途の一定の床面積からは一定の交通

量が発生するという前提の下で成立している．しかし実

現象においては，目的，手段，頻度などにより多様な交

通行動が行なわれているため，原単位による推計値と実

測値が著しく乖離するという問題が生じる．これは一般

的に四段階推定法の限界として捉えられ，交通需要予測

モデルの分野においても，アクティビティアプローチに

基づく非集計行動モデルが台頭してきたことは論を俟た

ない． 
しかし，これまでの社会システムは，高度経済成長

下で全てが人口成長を前提として組織体系化されてきた．

都市規模や交通需要もその例外ではなく，それらが経年

的に著しく変動する中，マクロレベルで都市全体の土地

利用と交通のバランスを図ることが重要視されてきた．

そのため我国が人口減少社会へ転換するに当たり，都市

全体的な床面積需要は頭打ちまたは減少に転じることが

予想され，そのような社会構造変化の中で改めて発生交

通量の検討をしているものは極めて少ない．従って，デ

ータ制約，モデル構造の簡便さといった一般的理由だけ

でなく，都市レベルで人口減少下における交通需要の傾

向把握が必要であるという理由からも，集計データを基

にした四段階推定法やその部分適用モデルは，依然とし

て欠かせないモデルであるのも事実である．  
Flyvbjerg et al1).は，欧米における過去30年間210の交通

プロジェクト（鉄道27，道路183）について，開業後1年 
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目の推計値と実績値とを比較している．この中で，道路

交通需要予測に関しては，予測誤差が概ね正規分布に近

い傾向にあることを指摘し，その中でも「発生交通量」

と「土地利用開発」が予測誤差の主たる要因であること

を示している．土地利用開発による予測誤差は，土地利

用計画との整合性や民間の乱開発による不確実性が大き

いため，これについてはモデルに内生化するよりは複数

シナリオを設定するなどの対応が考えられる．しかし発

生交通量によるそれは，モデル構造自体の問題から推計

値と実測値の間に様々な変動要因が存在し，それらをあ

らかじめ特定することができれば，内生化したモデルを

構築することで，比較的容易に精度向上に資することが

できる．例えば北島ら2).は，大規模小売店舗における日

来客数原単位（ミクロ原単位）の変動要因について分析

している． 
本研究は，上述の予測誤差の要因のうち「発生交通

量」によるそれに着目し，時間帯及び用途別にマクロ原

単位を詳細に設定することで，原単位モデルの精度向上

及び今後の発生交通量の議論の方向性について一考察を

加えるものである．研究方法としてまず四段階推定法の

中でも発生集中交通量推計の原単位モデルに着目し，発

生原単位の変動要因について詳細な検討を加える．更に

床面積需要が頭打ちになる今後の人口減少化社会を見据

えて，発生交通量は従来の建物容量制約のような量的な

議論から用途構成比のような質的な議論へ転換すること

を試みる．具体的には用途によって発生量のピーク時間

帯が異なるという変動要因を考慮した時間原単位を提案

し，混合土地利用による発生交通量の時間推移を検証す

る． 

 

 

２．既往研究の動向と本研究の着眼点 

 

我国における発生・集中交通特性に関する研究は，

都市圏パーソントリップ調査が実施されて以来，数多く

の研究蓄積が存在する．またそれと同時に，市街地環境

水準を規定する基本的な要素のひとつである容積率規制

と発生交通の関連性から，土地利用と交通の整合性を図

る研究が盛んに行なわれてきた． 



（１）発生・集中交通特性に関する研究 

発生・集中交通特性に関する研究は，都市圏レベル

の将来交通需要の推計を目的としているため，基本的に

は日交通量データを扱い，予測の前提条件の妥当性を把

握する研究がなされてきた．例えば，ピーク交通需要処

理と道路整備の経済性の間にあるトレード・オフ関係か

ら生じる観光地等の交通問題を背景として，日交通量変

動の大きな地点を年間の日交通量変動パターンに応じて

分類し，交通量変動パターンと道路特性との関係につい

て分析したもの3)や，都市内の一般道路について日交通

量及び時間交通量の変動特性について常時観測装置から

のデータを用いて統計的に分析しているもの4)などがあ

る．しかし，これらは土地利用との関連性の中で交通量

を検討したものではない．一方原単位の変動要因に関す

る研究は，社会経済及び土地利用の構造変化を考慮した

もの5) や生成原単位に着目したもの6)などあるが，マク

ロ及びミクロ原単位変動要因を総合的に検討しているも

のとして浅野ら7)がある．また近年の海外における研究

については，アメリカのショッピングセンターの原単位

特性8)9)や近年成長著しい中国住宅用途の原単位に関す

る研究10)など，交通行動や都市開発に関する研究がみら

れる． 

 

（２）土地利用と交通施設容量のバランスについて 

我国の容積率に関する研究は，「容積地域に関する

研究」11) 12)を発端として，これまで多々論じられてきた．

基本的には道路容量と施設容量の量的なバランスに主眼

がおかれ13)～17)，その後解析機能が発達し道路をネット

ワークでみるようになると，ネットワークを考慮したゾ

ーン別許容床面積を算定したもの18)など，道路交通容量

を制約条件としたと容積率に関する研究が主体となった． 
その後の研究としては，都市レベルと地区レベルで

議論しているものに大別できる．都市レベルの研究は，

法定制の枠内で取り得る都心及び都心周辺部における最

大の容積率を算出するモデルを構築したもの19)，道路ネ

ットワーク容量に着目して，指定容積率の意味や設定方

法に関して論じたもの20)，都市内の道路容量と容積率の

関係を把握し既存の道路総量から見て最大限に活用でき

る適正な容積率についての提案したもの21)，現在の道路

容量または道路ネットワークから交通渋滞の発生しない

都市構造を定量的に事後評価したもの22)など多数ある．

一方地区レベルの研究は，容積率の増加が地区内交通流

に与える影響を把握することで，混雑が生じない容積率

を，信号制御や道路構造の地区内の交通環境をできるだ

け正確に再現したミクロ交通流シミュレーションを行な

ったもの23)などがあるが，都市レベルと比較して数少な

い．推定作業の複雑さから正確に交通流を把握するにつ

れて対象地区が限られた小区域になるのが特徴的である． 

（３）時間帯別交通特性を考慮した研究 

近年は容積率規制に関して，より詳細な検討の必要

性が高まっている．特に時間帯別に交通特性は異なるこ

とから，これを考慮した土地利用のあり方を検討する必

要があるが，現実の都市政策では十分な検討がなされて

いない．例えば大規模開発マニュアル24)において，多数

の原単位データを統計的に整理し特性別にカテゴリー分

類されて原単位の標準値を示している．しかしこれらの

標準値はそれぞれの建物用途に対して日単位に集計され

ていて，原単位のトップピークを足し合わせているに過

ぎない．現実には建物用途別に原単位のトップピーク時

間帯は異なるため，時間帯特性を考慮した用途別発生・

集中原単位を算出する必要がある．また都市開発の中で

も住宅開発に視点を置くと，大規模開発マニュアルは開

発規模の分類の中で，「その他」というカテゴリーで若

干の記述を設けているのみに過ぎない．一方，大規模小

売店舗立地法指針においてもピーク時交通の記述がある

ものの複数用途の組み合わせの影響は考慮されていない． 
このような時代のニーズに対して，用途による時間

帯別交通特性というミクロな視点まで考慮した研究が近

年みられるようになってきた．関ら25)は，ピーク１時間

に周辺交通に及ぼす試算値が低水準であっても，長時間

にわたりピーク時に相当する交通量出入が続く場合は，

影響時間帯全域で捉えると相当量の交通影響を及ぼすと

仮定し，対象時間帯に幅を持たせた交通影響の把握を試

みている．また明石26)は，事務所と商業系施設を区別し

て，ピーク負荷の緩和を目的に，容積率割増のインセン

ティブを用いて事務所から商業系へと床供給の転換を誘

導する施策の合理性について検討している． 
 

（４）本研究の特色 

本研究は，まず日原単位におけるばらつき及び変動

要因を列挙し，その一部について検証することを試みる．

更に，時間帯別発生原単位（以下，時間原単位）を推計

することで，用途による発生量のピーク時間帯の違いを

最もよく表現できる混合土地利用による時間帯別発生交

通量の変化を考察する．時間帯別発生交通量推計の際に

は，以下の２つのケースを想定する．第一に，人口減少

によって床面積需要が頭打ちになり今後建物容量は量か

ら質の議論になることを想定して，用途構成比が変化す

るケースを設ける．第二に，慢性的な交通渋滞を引き起

こしている東京においても，時間帯別交通特性をみると

開発余剰のある地区が存在するという成長前提のケース

を設ける．その上で「建物用途によって交通量のトップ

ピーク時間帯が異なる」ことに着目し，混合土地利用の

中でも都心居住による道路容量の効率的な利用をケース

スタディとして検討する． 
 



３．日原単位の変動要因の検討 
 
（１）原単位変動要因の整理 

 日原単位が変動する要因は，交通行動の多様性という

観点から，理論上以下の５つに集約できると考えられる． 
a）土地利用用途による変動（目的の多様性） 

 勤務や業務，私事といった移動目的によって，原単位

は変動する．従来は目的による差異を便宜的に土地利用

用途に帰着させて捉えている．これは用途別床面積原単

位として個別に算出して，それを集計することで発生・

集中量を推計するのが一般的である．しかし，単一用途

に単一目的を１対１に対応させるのは困難であり，用途

によってばらつきが異なる． 
b）自動車分担率による変動（手段の多様性） 

 自動車交通の原単位を推計する際には，自動車分担率

によって原単位が変動する．古典的な交通需要予測であ

る「四段階推定法」では，発生・集中モデルと交通機関

分担モデルは分離して推定している．なお，自動車原単

位を直接予測するのはトリップエンドモデルとして位置

づけられる． 
c）施設選択による変動（目的地の多様性） 

 利用者が複数の施設を選択することによって原単位が

変動する．特に商業施設の場合は顧客の嗜好性によって

店舗が異なってくる．同じ服飾店舗でも，ブランドや価

格帯などの選択の幅が多様で，それによって原単位は大

きく変化する．また同一店舗であっても開店から数ヶ月

は高い原単位を示すなど，一定にならない． 
d）生成原単位による変動（頻度の多様性） 

ｚ マクロな交通需要推計では，生成原単位と発生・集

中原単位を分離して考えるのが一般的である．一日当た

りの平均生成トリップ数をもとに四段階推定法を行なう

場合が多い．しかし，近年のライフスタイルの変化は生

成原単位自体を変化させる可能性がある．この例で特に

顕著なのは商業施設の業態である．つまりライフスタイ

ルが変化することで来店頻度が変わり，生成原単位自体

が変動する．よって近年のトレンドである大規模商業施

設になるほど施設内での滞在時間が延びるので，発生交

通が内在化され一般的に原単位は下がる6)． 
e）一人当たり床面積による変動（施設の固有変数） 

 一人当たりの床面積の大小が原単位を変動させる．こ

の要素は原単位の概念にとって本源的なものであり，本

来ならば施設側で先決的に定まっている．床面積原単位

とは１m2当たりのトリップ数を固定させて考えるもの

であるため，施設固有の値が変わるならば別の原単位を

設定する必要がある．例えば住宅床面積では所得格差や

地価，家族形態やライフスタイルによって，一人当たり

の床面積が変化し原単位に影響を与える．また商業床面

積では業態による床面積の変動が大きい．家具店のよう

な商品の陳列に大きな空間を有するものから，日曜雑貨

店のような床面積が小さいものも存在する．よってミク

ロ原単位では，業種業態ごとに原単位を推計している27)． 
 交通発生原単位の実測値は，上述のような複数の変動

要因の組合せによってブレが生じている．本研究では，

上述の変動要因のうち，a）とb）の視点からみたときの

ブレに着目してみた．尚，分析のために対象としたのは，

地方都市として宇都宮市を，大都市として東京都区部を

取り上げる．用途別床面積（住宅・業務・商業）は町丁

目別のデータ28)を，発生・集中量はそれぞれ，宇都宮都

市圏PT調査，東京都市圏PT調査のデータを用いた． 
 
（２）土地利用用途による変動の検証 

 はじめに，宇都宮市について用途別発生原単位を算出

した．原単位法によって算出した用途別マクロ原単位を

図-１に示す．単位床面積の発生量が，住宅用途は 309 
T.E/ha，業務用途は 772T.E/ha，商業用途は 593 
T.E/ha と，当然ながら建物用途によって著しく異なっ

ている．また，決定係数をみると，住宅用途は 0.977，
業務用途は 0.808，商業用途は 0.687 となっており，住

宅・業務・商業の順に全交通手段の発生原単位の精度が

落ちている．これは，住宅発生は，圧倒的に通勤目的の

トリップ数が占めているため，単一用途に単一目的を対

応させるのが比較的可能であり，業務用途や商業用途か

らの発生トリップは様々

なトリップチェインの中

の一部であることも少な

くなく，単純に目的を用

途に転換することへの整

合性が図れないというこ

とに起因する． 
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図-２ 用途別発生原単位（東京都区部） 

図-１ 用途別発生原単位（宇都宮市） 
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Average 0.181
Standard Deviation 0.063

Average 0.634
Standard Deviation 0.173

一方，東京都区部について，用途別発生原単位を算

出した．算出結果を図-２に示す．ここで，商業床から

の発生量を集計するためには，施設区分データが必要に

なるが，今回は入手できなかった．そのため東京におけ

る商業用途に関しては省略する(1)．図-２より，単位床面

積の発生量が住宅用途は 239 T.E/ha，業務用途は 197 
T.E/haとやはり大きく異なっている．また，決定係数

をみると，住宅用途は 0.916，業務用途は 0.890 となっ

ており，宇都宮市と同様に住宅・業務の順に自動車発生

原単位の精度が落ちている．  
 

（３）自動車分担率による変動の検証 

図-１，図-２では，全交通手段の発生量分布とともに，

自動車交通の原単位についても算出している．これをみ

ると，総じて全交通手段の発生原単位に比べて，自動車

発生原単位は精度が落ちている．自動車発生原単位の精

度が落ちる原因を把握するために，用途別自動車分担率

の分布を図-３，図-４に示す．図-３より，宇都宮市に関

して，自動車分担率は用途別に似たような分布を示して

いるものの，住宅用途に関しては概ね 0～0.6 の間で推

移している一方で，業務用途に関しては 0.2～0.8，商

業用途は 0～0.8 間で推移している．また，標準偏差を

みても，住宅用途が最もばらつきが小さく，業務用途が

最もばらつきが大きい．これより，自動車分担率は自動

車発生原単位に大きな影

響を与え，自動車発生原

単位の精度を低下させる

原因となっている．また

図-４より，東京都区部の

用途別自動車分担率の分

布をみても宇都宮市と同

じく，住宅用途の自動車

分担率に比べて，業務用

途のそれが大きなブレを

示している． 

図-３ 宇都宮市自動車分担率（上：商業，左：住宅，右：業務） 

図-４ 東京都区部自動車分担率（左：住宅，右：業務） 

 

原単位（T.E/ha） JRゾーン 私鉄ゾーン
平均 28.00 30.62

標準偏差 33.75 12.03

JR線

SD<-0.75
-0.75<SD<-0.25
-0.25<SD<0.25
0.25<SD<0.75
0.75<SD<1.25
1.25<SD<1.75
1.75<SD<2.25
2.25<SD

 

Average 0.398
Standard Deviation 0.102

図-５ 自動車発生原単位の標準偏差分布（住宅発生） 

 
次に、自動車発生原単位を，自動車分担率の視点か

らだけでなく、公共交通のネットワークという視点から

も副次的に検討してみる。すなわち「公共交通（鉄道）

の供給ストックが多い都市やゾーンの方が，利用者の交

通行動の選択肢が広がるため，自動車発生原単位のブレ

が大きくなるため，決定係数が下がる」という仮説を立

てた．この仮説を立証するために次のような分析を行な

った．まず，GIS 上でゾーンと鉄道リンクをオーバー

レイさせて，JR を含むゾーン（JR ゾーン）とJRを含

まないゾーン（私鉄ゾーン）に分類する．GIS 上で原

単位の標準偏差分布と，分類ごとの原単位平均と標準偏

差を図-５に示す．ここでは，例として東京都区部の住

宅用途の発生原単位を扱った．図-５より JR ゾーンは

低い原単位の値を示し，鉄道からの距離が離れるに従っ

て，高い原単位を示すゾーンが増加しているのが明確で

ある．また発生原単位の平均値は，JR ゾーンに比べて

Average 0.368
Standard Deviation 0.068

Average 0.553
Standard Deviation 0.095



私鉄ゾーンの方が高い．一方発生原単位の標準偏差は，

JR ゾーンに比べてう私鉄ゾーンの方が低い．尚，標準

偏差の差については 5％有意水準で統計的有意性を担保

している．つまり，JR ゾーンは私鉄ゾーンに比べて鉄

道ネットワークが充実していると考えられるため，公共

交通が自動車と比べて優位に働き，自動車原単位のブレ

が大きくなることが予想される．これより，公共交通の

充実度は，原単位の決定係数に著しく影響を与える．た

だし正確な比較分析については各ゾーンの公共交通サー

ビス水準を算出し，詳細な検討が必要である． 
 
 
４．時間帯を考慮した原単位推計 
 

（１）時間原単位の概念 

 前節における変動要因は「日原単位」を主として想定

した場合に影響を与えるものである．しかし，現実の道

路渋滞は一日の中のある特定の時間帯に集中している．

これに対しては，従来はピーク率を乗ずることで，ピー

ク交通量として扱っていた．しかし用途によってトップ

ピークの時間帯が異なっているため，単にトップピーク

を足し合わせて交通量を推計することは困難になってき

ている．そこで，時間原単位の推計が必要になる．原単

位とは，一日の交通行動はトリップチェインで行なわれ

ており，その中の一つのトリップに着目したときに，両

端のノードを施設側で集計したものを表している．この

ことを考慮して，時間帯が7時から16時までの7区分につ

いて，時間原単位の推計結果を図-６，表-１に示す．こ

こで住宅発生は通勤，通学，業務，私事目的を，業務発

生は勤務・業務目的を用途に帰着させて推計している． 
図-６は時間帯ごとの原単位推移を表しているが，時間

原単位の面積を24時間にわたって足し合わせたものが日

原単位という関係になっている．言い換えれば、横軸に

床面積、縦軸に交通量をとったときに、本来時間帯ごと

に傾き（原単位）が異なるものを、便宜上１日という時

間で区切って代表した値を示したものが日原単位である。 
これより，時間帯によって用途別にトップピークの

時間帯が異なっている．特に住宅用途は，8時台を中心

に際立ったトップピークが存在している．次に，決定係

数から考察を行なう．表-１より，住宅用途の発生原単

位は，どの時間帯においても良好な決定係数及びt値が

得られた．日原単位における決定係数が0.750であるこ

とを考慮しても，時間原単位がより実際の現象に即して

いると判断できる．一方，業務用途の発生原単位は，７

時から9時台以外については，日原単位における決定係

数が0.630であることを考慮しても，比較的高い精度を

確保している．7時から9時台について考察すると，通勤

時間帯においては，業務用途に着地として集中すること

はあっても，発地として発生することは極めて稀である．

つまり，時間原単位の概念を用いる場合には，一般的に

は日原単位よりも詳細な原単位設定であるため、一般的

には決定係数は向上するが、部分的には著しく精度が低

下することに留意する必要がある。そのため単にトリッ

プベースで考えるのではなく，あくまでも交通は土地利

用からの派生需要である点に留意したアクティビティベ

ースで考えなければならない．このことを考慮すれば，

原単位の精度は著しく向上し，トップピークの時間帯の

ズレ等を加味した土地利用施策の検討が可能になる． 
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表-１ 東京都区部における用途別時間原単位（自動車交通） 

回帰曲線 決定係数 t値 回帰曲線 決定係数 t値

7時台 y = 7.709Ar 0.862 26.74 y = 0.704Ab 0.101 3.57
8時台 y = 9.392Ar 0.919 35.90 y = 1.963Ab 0.256 6.26
9時台 y = 4.807Ar 0.942 42.86 y = 5.540Ab 0.588 12.76
10～11時台 y = 6.014Ar 0.943 43.45 y = 16.733Ab 0.698 16.25
12～13時台 y = 3.464Ar 0.938 41.63 y = 15.294Ab 0.749 18.43
14～15時台 y = 4.142Ar 0.920 36.10 y = 17.221Ab 0.770 19.56
16時台 y = 1.896Ar 0.912 34.31 y = 6.822Ab 0.747 18.33

時間帯
住宅発生 業務発生

 
 

 

５．時間原単位を用いた時間帯別発生交通量推計 
 

前章で推計した時間原単位を用いて，都心 3 区（千

代田区・中央区・港区）に都心居住が図られた際の時間

帯別交通量推移をシミュレーションする．ここで，住宅

用途発生原単位は原単位法による回帰式に従うものとし，

業務用途発生・集中原単位は，7,8 時台の精度に課題を

残しているため，都心3区（千代田区・中央区・港区）



の平均値を用いるものとする． 
シミュレーション方法は，１で記述したように都市

全体的な床面積需要は人口減少に伴い頭打ちまたは減少

に転じることを想定する．しかし，近年の都心型マンシ

ョン建設ラッシュが示すように，減少に転じる中でも魅

力的な地区においては，床面積が依然として増加してい

る地区も存在する．そこで今回は，まず総容積率を一定

として建物用途を転換したパターンについて行ない，次

に開発余剰地区における追加開発についてみるために建

物用途を考慮して新規都市開発として容積率を増加させ

るパターン，の２つについてシミュレーションを行なう． 
 

（１）総容積一定・用途転換時の交通量推移 

ここでは都心3区内のある仮想地区の総容積率を

500％と一定に設定する．まず業務用途容積率を500％
と仮定し，そこから容積率を100％ずつ住宅用途に転換

していった時の発生交通量推移を推計した(2)．推計結果

を図-７に示す． 
図-７より，住宅用途構成比が増加するにつれて，10

時以降16時まで慢性的に続いている業務用途のトップ

ピークを逓減させることを可能にし，逆に比較的余剰を

残している7時～9時の道路容量を有効利用していると

判断できる．また，9時台の発生交通量が用途構成比に

よらず一定に近い値を示しているのは，9時台の住宅発

生と業務発生の時間原単位がほぼ等しいからであると考

えられる．但し，住宅500％となった場合はトップピー

クが業務500％の場合を越えるため，注意が必要である． 

 
 

（２）新規都市開発による増加容積時の交通量推移 

次に，新規事業による増加床面積が時間帯別交通量

推移に及ぼす影響について検討する． 
まず都心３区（千代田区，中央区，港区）の中でも，

千代田区・中央区における用途別床面積構成比をみると，

住宅用途床面積構成比が低く，業務用途床面積構成比は

0.7以上と非常に高い割合を示している29)．その中でも

中央区京橋地区は，都心居住推進のため77haが用途別

容積型地区計画に設定されており30) ，将来的に都心居

住導入を推進している都心地域として設定されている．

よってここでは京橋地区において新規都市開発が行われ

ることを想定し，100％の容積率が増加した際の時間帯

別交通量推移を検討する．その際100％増加分の容積率

の用途を，住宅，業務の２パターンを想定し，シミュレ

ーションを行なう．  
図-８より住宅用途容積率100％増加時は7時～9時の

トリップ数が大きく増加しているのに対し，業務用途容

積率100％増加時は9時～16時のトリップ数が大幅に増

加している．これにより，業務用途容積率増加の場合は，

発生トリップによるトップピーク（ピーク交通量の最大

値）が大きくなり，道路容量に一時的な負荷増大を招く

可能性がある．一方住宅用途容積率増加の場合は，トッ

プピーク時の負荷は小さく，比較的利用されていない時

間帯において道路容量を有効利用されている． 
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図-７ 都心居住導入による発生交通量推移

図-８ 増加容積による時間帯別発生交通量推移 

 
 
６．おわりに 
 

本研究では，日原単位の変動要因の整理と検証を行

ない，そこから，用途によって発生量のピーク時間帯が

異なるという，今後の人口減少化社会を見据えた時間原

単位の推計及び考察を行なった．本研究で得られた知見

は以下のようにまとめられる． 
① 建物用途及び自動車分担率による原単位変動要因に

ついて定量的に検証した．その結果，圧倒的に通勤

目的のトリップ数が占めている住宅用途は，単一用

途に単一目的を対応させるのが比較的可能なため，

原単位のばらつきが小さい．また，用途別の自動車

分担率のばらつきや公共交通の有無が，原単位の決

定係数に著しく影響を与えている 
② 日原単位と時間原単位の関連性を示した．時間原単



位はアクティビティベースで考える必要があり，そ

の点を考慮することで，極めて精度の高い原単位を

得ることができる． 
③ 時間原単位の概念を用いて，建物用途によっ

て交通量のトップピークが異なるような時間

帯別交通量推移を把握することで，都心居住

をはじめとする混合用途が発生交通量に及ぼ

す影響を検討することができる． 

これによって，人口減少化社会による床面積需要

の頭打ち，及び近年の東京都区部における都心居

住傾向を背景とした，用途転換による時間帯別発

生交通量の平準化を定量的に検証することができ

た．しかし，本研究は時間原単位の概念の一部を

検証したに過ぎず，複雑な用途による時間原単位

を推計するためには，トリップチェインで交通行

動を捉える必要があるが，今後の課題とする．ま

た，発生交通と集中交通の時間差に焦点を当てる

ことで，理論上より詳細な時間原単位を用いた交

通流の平準化を適用することができる．例えば住

宅から発生(集中)する時間ピークと業務へ集中(発

生)する時間ピークは，そのトリップ時間に依存し

て多少のズレを生じさせる．このようなピーク時

間の僅かなズレを突き詰めることは，今後の実務

面への適用を示唆するものである． 

 
【補注】 

(1) 本稿で用いた2つのPTデータによる用途別発生原単位算出方法は，

厳密にいえば多少異なる．すなわち，宇都宮都市圏についてはマ

スターデータが入手できたため，直接施設区分データから用途別

発生交通量を算出したが，東京都市圏PTデータについては入手で

きなかったため，目的種類別発生交通量のデータを便宜上用途別

発生交通量に変換することで対応している．従って算出された原

単位を都市間でそのまま比較することは多少の危険性を含んでい

ることに留意しなければならない．事実本稿の考察においては，

用途間の原単位比較は行なっているが，都市間の原単位について

は一切比較していない． 
(2) 都心３区全体の用途別床面積の現況値は，住宅用途が1599ha，業

務用途が4196haとなっており，用途構成比は住宅：業務＝0.28：0.
72という関係になっている．尚，当該地域のグロス容積率は住宅

用途38％，業務用途100％である．また，当該地域の現状の発生

交通量の時間変化を以下に示す．このように発生交通量の視点か

らみれば，都心3区は10時以降慢性的にトップピークが続いてお

り，通勤時間帯の道路容量には余剰があるという現状である．
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交通発生原単位の変動要因と時間原単位に関する研究* 

大門創**・森本章倫***・中川義英**** 
本論文は，非集計行動モデルが主流になった現在においても，モデルの簡便さ，データ制約，そして少子高齢化に

対応したマクロ分析の要請などから，依然として用いられている四段階推定法の中でも，精度が怪しいとされている発

生集中モデルに着目し，原単位変動要因の抽出及び検討，時間原単位の提案，用途転換による発生交通量の時間帯別推

移を検証している．その結果，原単位は，目的・手段・頻度などの多様性によってばらつきが生じるため，詳細な条件

設定が必要である．また，時間帯別に用途別原単位のピーク時間帯が異なるという時間原単位の特徴は，床面積需要が

頭打ちになる今後の人口減少化社会において有効的なモデル構造のうちのひとつであり，用途転換による時間帯別発生

トリップの平準化が確認できた． 

A Study on the Factor of Varying Trip Generation Rate per Day and Trip Generation Rate per Time* 
By Hajime DAIMON**・Akinori MORIMOTO***・Yoshihide NAKAGAWA**** 

The purpose of this study is to review the factor of varying Trip Generation Rate per Day and to propose Trip Generation Rate per 
Time．In consequence, Trip Generation Rate per Day varies depending on some freedom degrees and it needs detail analysis to use 
this model. In this paper, Trip Generation Rate per Time is proposed. This model makes it possible to upgrade coefficient of 
determination and to express the difference of peak time of day by land use.  
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